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宮城県防災会議幹事会議録 

 

平成３０年１月 

 

１ 会 議 名  宮城県防災会議幹事会議 

 

２ 開催日時    平成３０年１月１７日（水） 午後１時３０分から午後２時１０分まで 

 

３ 開催場所    宮城県庁 行政庁舎２階 講堂 

        仙台市青葉区本町３丁目８番 1 号 

 

４ 出 席 者    別紙「出席者名簿」のとおり《傍聴者なし》 

 

５ 概  要    以下のとおり 

（１）開会（宮城県危機対策課 副参事兼課長補佐 遠藤 圭） 

 

（２）挨拶（会長代理：総務部長 佐野 好昭） 

 

（３）審議事項 

  ① 宮城県地域防災計画〔地震災害対策編・津波災害対策編・風水害等災害対策編・原子力災害対策編〕

の修正について 

    説明者 宮城県危機対策課 課長 千葉 章 

        宮城県原子力安全対策課 課長 阿部 孝雄 

  ② 宮城県地域防災計画〔資料編〕の修正について 

    説明者 宮城県危機対策課 課長 千葉 章 

③ 宮城県地域防災計画〔原子力災害対策編〕別冊資料の修正について 

  説明者 宮城県原子力安全対策課 課長 阿部 孝雄 

   ○ 出席幹事からの意見等はなく，各審議事項は幹事会議において原案のとおり了承されました。 

 

（４）その他（報告のみ） 

  ① 宮城県津波対策ガイドラインの改正の概要について 

    説明者 宮城県危機対策課 課長 千葉 章 

  ② 東日本大震災の教訓を踏まえた防災対策の現況について 

    説明者 宮城県危機対策課 課長 千葉 章 

  ⑤ 災害等の発生状況について(平成 29 年分) 

    説明者 宮城県危機対策課 課長 千葉 章 

 

（５）閉会（宮城県危機対策課 副参事兼課長補佐 遠藤 圭） 
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１ 開会【司会】（宮城県危機対策課 副参事兼課長補佐 遠藤 圭） 

本日はお忙しい中，ご出席をいただきありがとうございます。 

ただいまから「宮城県防災会議幹事会議」を開催させていただきます。 

なお，本幹事会議は，「情報公開条例第１９条」に基づき，公開することとなっております。 

それでは，はじめに宮城県防災会議会長であります村井知事の代理といたしまして，佐野総務部長よりご挨

拶を申し上げます。 

 

２ 挨拶（総務部長 佐野 好昭） 

宮城県総務部長の佐野でございます。  

本日は，宮城県防災会議の幹事の皆様方には，お忙しいところ御参集いただき誠にありがとうございます。  

また，日ごろから，本県の防災対策の推進にあたりまして，それぞれのお立場から格別のご尽力を賜ってお

りますことに，この場をお借りして厚く御礼申し上げます。 

 

本県に大きな被害をもたらした東日本大震災から６年１０か月が経過しました。本年度は「宮城県震災復興

計画」の再生期の最終年度にあたり，県では「復旧」にとどまらない抜本的な「再構築」に向け，全力で取り

組んでおります。 

 

 さて，近年は全国各地において，多種多様な自然災害による被害が発生しております。昨年も，７月の九州

北部豪雨災害では，記録的な大雨により死者・行方不明者が４０名以上にのぼるなど，甚大な被害が発生しま

した。本県におきましても，１０月の台風第２１号において，公共土木施設や農林水産関係施設を中心に大き

な被害を被りました。 

 

地震や津波，台風などの自然災害の発生を完全に防ぐことはできませんが，災害による被害を最小限に抑え，

迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本方針として対策を行うことが重要となっております。防災関

係機関をはじめ，県民の方々，事業者の方々など，各主体が一体となり，自助，共助，公助それぞれの力を発

揮することにより，災害予防，応急対策および復旧・復興に取り組んでいくことが必要であります。 

 

このような状況を踏まえ，本県の防災対策の根幹をなす「宮城県地域防災計画」につきましては，東日本大

震災の教訓を踏まえた災害対策基本法の改正もあり，これまで適宜見直しを行ったところであります。本年度

におきましても，各防災関係機関のご協力をいただきながら，国の防災基本計画の修正などを反映させるため，

鋭意修正作業を進めてまいりました。  

このたび，その修正案がまとまり，本日の幹事会議にお諮りする運びとなりました。 

 

本日の会議では，この地域防災計画の修正案や，防災に関連する各種の報告など，来月８日に開催されます

宮城県防災会議に諮る内容について，あらかじめ幹事の皆様にご説明申し上げ，それぞれのお立場からご意見

を賜りたいと存じます。  

 

最後になりますが，県民の生命，身体，財産を守るという県政の最重要課題に，今後とも一層のお力添えを

賜りますようお願い申しあげまして，開会のごあいさつとさせていただきます。 

本日はどうぞよろしくお願いいたします。 

―以下議事― 
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３ 議題 

【司会】（宮城県危機対策課 副参事兼課長補佐 遠藤 圭） 

さて，議事に入ります前に，本日お手元に配付しております資料のご確認をお願いします。 

まず，本日の会議次第，次に，出席者の名簿と席次表です。以降，議案等の資料となりますが， 

（次第に記載の資料一覧から説明） 

以上でございます。資料の不足等がございましたら，事務局にお申し付けいただきたいと存じます。よろしい

でしょうか。 

これより議事に入りますが，議事の進行につきましては，佐野部長に議長をお願いしたいと思います。ご異

議はございませんか。 

 （異議なし） 

ありがとうございます。それでは，佐野部長よろしくお願いします。 

 

【議長】（総務部長 佐野 好昭） 

 それでは，進行役を務めさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

まず，「３ 議題」(1)の「宮城県地域防災計画〔地震災害対策編・津波災害対策編・風水害等災害対策編・

原子力災害対策編〕の修正について」，事務局から説明願います。 

 

【説明】（宮城県危機対策課 課長 千葉 章） 

危機対策課長の千葉でございます。 

それでは，議題(1)，宮城県地域防災計画の修正について，私からは地震・津波・風水害災害対策編分の説

明をさせていただきます。着座にて失礼します。お手元の資料１をご覧ください。 

それではまず，１ページをお開き願います。 

「１ 修正の経緯」につきまして，概要図でまとめてございます。 

 平成23年３月の東日本大震災以降，国においては災害対策基本法の大幅改正，及び防災基本計画の修正を行

っており，本県においても，皆様ご承知のとおり，東日本大震災の教訓及び国の動きを踏まえて宮城県地域防

災計画の大幅な修正を実施してきたところです。 

今年度の動きとしましては，概要図の右側の赤枠部分になりますが，平成２９年１月に国の避難勧告等に関

するガイドラインが改定されたほか，４月には国の防災基本計画の修正が行われました。また、６月には水防

法等の一部改正が施行されたほか、１０月には県津波対策ガイドラインを改定しております。これらの国の動

きや本県の防災施策の動向等も踏まえて，県地域防災計画の修正を行うものであります。 

 

続きまして，２ページをご覧ください。県地域防災計画修正の流れでございますが，昨年度と同様に，県の

組織を含む防災関係機関に対しまして，事務局から修正事項の有無を照会し，その回答を受けて修正作業を進

め，修正案の作成，内容の確認等の過程を経まして，本日，県地域防災計画の修正案をお示ししているところ

でございます。 

今後ですが，本日の幹事会議でのご意見等を踏まえまして，来月８日に「宮城県防災会議」を開催し，修正

案の承認をいただく予定としております。 

 

それでは３ページをお開きください。 

「２ 主な修正点について」ご説明申し上げます。 

地域防災計画の地震災害対策編，津波災害対策編，風水害等災害対策編，それぞれの修正箇所につきまして

は，お手元の「資料２ 新旧対照表」としてお配りしておりますけども，修正する内容につきましては多岐に
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わたっておりますことから，今ご覧いただいております資料１によりまして，今回の主な修正点を説明させて

いただきます。なお，修正した箇所については，地震災害対策編，津波災害対策編，風水害等災害対策編のど

の部分かがわかるように，例えば，説明がきの右下の括弧に地震編の第４章第２節P320と，該当する編，章，

節及びページを記載しております。 

 

 主な修正点につきまして，まず各編共通の修正からご説明いたします。 

「防災基本計画の修正の反映」でございますが，「(1) 熊本地震を踏まえた応急対策・生活支援ワーキング

グループ報告等を踏まえた修正」として，防災基本計画において，住家の被害認定調査や罹災証明書の交付を

行う部局をあらかじめ定めること，応援の受入体制の構築等を計画的に進めること等が示されたことから，必

要箇所を修正しております。 

次に，「(2) 平成２８年台風第１０号災害を踏まえた課題と対策の在り方（報告）等を踏まえた修正」とし

て，防災基本計画において，市町村が躊躇することなく避難勧告等を発令できるよう，平時より，災害時に優

先すべき業務の絞り込み，業務を遂行するための役割を分担する等，全庁をあげた体制の構築に努めるべきこ

とが示されたため，必要箇所を修正しております。 

次に，「(3) その他最近の施策の進展等を踏まえた所要の修正」として，防災基本計画において，緊急通行

車両の妨げとなる車両の運転者への命令，運転者不在時の車両の移動等，道路管理者の行う緊急通行車両の通

行を確保するための措置について，港湾管理者や漁港管理者についても行うことができることが示されたため，

必要箇所を修正しております。 

 

４ページをお開きください。続きまして，各編ごとの修正についてご説明いたします。津波災害対策編でご

ざいます。 

 

「(1) 避難勧告等の発令基準等の改正」として，国の「避難勧告等に関するガイドライン」を反映した避

難勧告等の発令基準について，必要箇所を修正しております。具体的には，津波警報等が発表された場合には，

どのような津波であれ，危険な地域からの一刻も早い避難が必要であることから，避難準備・高齢者等避難開

始や避難勧告は発令せず，基本的に避難指示（緊急）のみを発令することとしております。また，避難指示（緊

急）の発令対象地域については，大津波警報，津波警報及び津波注意報で発表される予想津波高に応じて指定

することとしました。 

 

次に，「(2) 津波避難ビルの指定要件等の改正」として，津波避難ビルの構造等の指定要件等について，必

要箇所を修正しております。 

 

次に，「(3) 地域の住民等に配慮したハザードマップの作成」として，津波ハザードマップの作成について，

住民等の生活範囲等を考慮した市町村界の外側を含めた地図情報等の表示や，基準配色を使用した浸水深の表

示等，必要箇所を修正しております。 

 

５ページをお開きください。続きまして，風水害等災害対策編でございます。 

 

「１ 防災基本計画の修正の反映」として，洪水予報河川，水位周知河川に該当しないその他の河川であっ

ても，河川の状況に応じた簡易な方法も用いて，市町村等へ浸水想定の情報を提供するよう努める旨が示され

たため，必要箇所を修正しております。 
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次に，「２ 水防法や土砂災害防止法の改正の反映」として，洪水浸水想定区域内または土砂災害警戒区域

内にあり，かつ市町村の地域防災計画に名称及びその所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者または管

理者に対し，避難確保計画の作成を義務化するとともに，その計画に基づいた避難訓練の実施を義務化する規

定が新設されたことに伴い，必要な記述を追加しております。 

 

また，避難確保計画を作成する義務のある要配慮者利用施設の所有者または管理者が計画を作成しない場合，

市町村は施設に対して必要な指示を行い，指示に従わない場合には施設名を公表することができるとの規定が

新設されたことに伴い，必要な記述を追記しております。 

 

次に，「３ その他の修正」として，新たに市町村や施設管理者に対して，防災重点ため池のハザードマッ

プ作成や公表に向けた支援を実施することについて，必要な記述を追記しております。  

 

 以上，今回の地域防災計画の主な修正点について，簡単に説明を申し上げました。これらの他にも，防災に

関連する計画や指針を踏まえた修正が多数ございます。それらの事項につきましても，関係機関の皆様のご意

見を踏まえ，また県庁内各部局とも調整を図って精査を行い，さらには各市町村に意見を求めた上で，本日の

説明資料としてお示ししております。 

引き続き，原子力災害対策編分の説明について，原子力安全対策課長に引き継がせていただきます。 

 

【説明】（宮城県原子力安全対策課 課長 阿部 孝雄） 

原子力安全対策課長の阿部でございます。失礼して着座にて説明させていただきます。 

議題(1)，宮城県地域防災計画の修正について，原子力災害対策編分の説明をさせていただきます。お手元

の資料３をご覧ください。 

 

それではまず，１ページをお開き願います。 

「修正の経緯」につきまして，東日本大震災以降の修正の経緯を概要図でまとめてございます。 

  

まず，資料中オレンジ色で示している平成２５年２月の修正ですが，平成２４年度に，原子力規制委員会が

設立され，原子力災害対策を円滑に実施するための「原子力災害対策指針」が策定されました。これを受け，

原子力災害対策を重点的に実施すべき区域として，PAZ（予防的防護措置を準備する区域）及びUPZ（緊急時防

護措置を準備する区域）の設定と，防護措置の新しい基準として，EAL（緊急時活動レベル）及びOIL（運用上

の介入レベル）を導入しております。 

 

次に，水色で示している平成２６年２月の修正ですが，平成２５年には，原子力災害対策指針が３回改正さ

れており，これを受け，緊急時活動レベルの全面修正，安定ヨウ素剤の事前配布を含む予防服用体制の変更に

関する修正，緊急時モニタリング体制に関する修正を行っております。 

 

また，緑色で示している平成２８年２月の修正ですが，平成２７年度には，原子力災害対策指針が２回改正

されており，これを受け，予防的手法から実測値の重視に関して，避難や一次移転の判断について，放射性物

質の拡散予測の結果を参考にする文言を削除したほか、避難退域時検査の実施や，被ばく医療体制から原子力

災害医療体制の移行に関する修正を行っております。 

 

今年度の修正に関した動きとしましては，資料の右側の紺色の部分になりますが，平成２９年４月に国の防
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災基本計画が修正されたほか，７月には国の原子力災害対策指針の改正が行われました。これらの国の動きや

本県の原子力防災施策の動向等も踏まえて，県地域防災計画〔原子力災害対策編〕の修正を行うものでありま

す。 

 

なお，原子力災害対策編においても，地震災害対策編等と同様に，県の組織を含む防災関係機関に対しまし

て，修正事項の有無の照会，その回答の反映等の過程を経まして，本日，修正案をお示ししているところであ

り，本日の幹事会議でのご意見等を踏まえまして，「宮城県防災会議」において修正案の承認をいただく予定

としております。 

 

それでは２ページをお開きください。「平成２９年度の主な修正内容について」ご説明申し上げます。地域

防災計画〔原子力災害対策編〕のそれぞれの修正箇所につきましては，お手元の「資料４ 新旧対照表」のと

おりでございますが，修正する箇所は多岐にわたっておりますことから，今ご覧いただいております資料３に

よりまして，今回の主な修正点を説明させていただきます。 

 

まず，資料左側オレンジ色の欄「防災基本計画の反映」ですが，一つ目の四角ですが，地域防災計画及び避

難計画の具体化・充実化のために，地方公共団体が大気中放射性物質拡散計算を利用する場合には，国が支援

を行うことが示されたことから，県が平常時より収集・蓄積する原子力防災関連情報の中に大気中放射性物質

拡散計算に関する情報を加えております。 

 

 

次に，その下の四角ですが，避難や一時移転等を行う前の段階において，県及び国が，相互に協力して緊急

事態区分の進展に応じた防護措置及び一時移転等の実施方針を作成することが示されたため，県でも実施方針

を作成することを記載しております。 

 

さらに，その下の四角ですが，熊本地震の際の家屋の倒壊や相次ぐ余震の発生が契機となり，複合災害時に

おける屋内退避の考え方が検討された結果，国が原子力災害の観点から屋内退避指示を出している中において

も，自然災害を起因とする緊急の避難等が必要になった場合に，地方公共団体が，人命最優先の観点から独自

の判断で避難指示を行うことができることが示されたため，県でも独自の避難指示について追記しております。 

 

続きまして，資料中央紫色の欄「原子力災害対策指針の反映」ですが，原子力施設における緊急事態の区分

を判断するための基準である「緊急時活動レベル」につきましては，種々の改正がされたため，引用している

箇所を修正しております。 

 

このうち，中程に記載の警戒事態に係る「緊急時活動レベル」につきましては，地震・津波等の自然災害に

対する要件の対象が，原子炉施設等立地道府県から，原子力事業所所在市町村に見直されており，本県におい

ては女川町及び石巻市が対象となるものでございます。 

 

続きまして，資料右側黄緑色の欄「その他の修正内容」ですが，一つ目の四角ですが、ＵＰＺのうち，江島，

田代島，網地島といった離島部や，ＰＡＺ内を通過しなければ避難ができない牡鹿半島南部について，ＰＡＺ

に準じた避難等の防護措置を準備する区域として設定するものでございます。 

 

次に，その下の四角ですが、自然災害による配備基準の変更については，現行の災害対策本部要綱の設置基
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準及び自然災害に関する「緊急時活動レベル」の考え方を反映し，修正しております。 

 

その下の，原子力災害医療活動等の体制の整備については，原子力災害拠点病院，原子力災害医療協力機関，

原子力災害医療派遣チームを新たに位置づけ，原子力災害拠点病院等に関する記述を追記しております。 

 

最後に，現地災害対策本部の設置については，施設敷地緊急事態の発生を契機とすることを明確化しており

ます。 

 

議題(1)に関する説明は以上ですので，ご審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

【議長】（総務部長 佐野 好昭） 

ただいまの説明につきまして，ご意見，ご質問等ありましたらお願いいたします。 

（意見なし） 

特にございませんでしょうか。それでは，ご異議がないようですので， 

「宮城県地域防災計画〔地震災害対策編・津波災害対策編・風水害等災害対策対策編・原子力災害対策編〕

の修正について」は，この幹事会議におきまして，了承されたものとさせていただいてよろしいでしょうか。 

（異議なし） 

ありがとうございます。 

続きまして，議題(2)「宮城県地域防災計画〔資料編〕の修正について」，事務局から説明願います。 

 

【説明】（宮城県危機対策課 課長 千葉 章） 

続きまして，宮城県地域防災計画〔資料編〕の修正についてご説明申し上げます。お手元の資料５をご覧く

ださい。 

 

宮城県地域防災計画は，先ほど説明いたしました地震・津波・風水害などの本編と，その本編の内容を補足

する資料編により構成されております。資料編につきまして，各防災関係機関及び県庁内各部局に対して照会

し，追加・時点修正などの意見をいただいたものについて，資料５の一覧に記載のとおり更新するものです。

一覧表中，網掛けした項目が更新する資料であり，特に新たに追加又は削除する資料には表の左側に「（新規）」

又は「（削除）」と記載しております。一覧表の後ろに，今回更新する資料を添付しておりますので，ご参照願

います。 

 

なお，修正後の資料編の全部，並びに計画本編の全部について，昨年度と同様に，防災会議の終了後，各委

員及び幹事の皆様の所属する機関あて，電子データの形でお送りすることとしております。 

 

こちらの資料編につきましては，緊急時の連絡先として民間団体や個人の携帯電話番号など取扱注意の情報

も含まれておりますことから，県のホームページ等では公開しておりません。皆様におかれましては，これま

でと同様に，内部資料として取り扱いいただきますようお願い申し上げます。 

 

議題(2)に関する説明は以上です。 

 

【議長】（総務部長 佐野 好昭） 

ただいまの説明について，ご質問，ご意見等ありませんか。 
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（意見なし） 

特にご異議がないようでございますので，「宮城県地域防災計画〔資料編〕の修正について」は，了承され

たものとさせていただいてよろしいでしょうか。 

（異議なし） 

ありがとうございます。 

続きまして，議題(3)「宮城県地域防災計画〔原子力災害対策編〕別冊資料の修正について」，事務局から説

明願います。 

 

【説明】（宮城県原子力安全対策課 課長 阿部 孝雄） 

続きまして，宮城県地域防災計画〔原子力災害対策編〕別冊資料の修正についてご説明申し上げます。お手

元の資料６をご覧ください。 

 

宮城県地域防災計画〔原子力災害対策編〕については，先ほど説明いたしました地震災害対策編等とは別に，

本編の内容を補足する資料編を作成しております。 

 

この資料編につきまして，まず，資料番号は本編において掲載されている章・節に対応した番号に整理して

おります。また，各資料の内容について，各防災関係機関及び県庁内各部局に対して照会し，時点修正などの

意見をいただいたものの更新等の修正を行うものでございます。 

 

お配りした資料６の修正一覧表には，整理後の資料番号を記載しており，網掛けした項目が更新等の修正を

行った資料でございます。詳細の内容につきましては，一覧表の後ろに，今回更新する資料を添付しておりま

すので，ご参照願います。 

 

また，原子力災害対策編についても，修正後の計画本編及び資料編の全部を，防災会議の終了後，各委員及

び幹事の皆様の所属する機関あてに，電子データの形でお送りすることとしております。 

 

また原子力災害対策編の別冊資料についても，取扱注意の情報が含まれておりますことから，県のホームペ

ージ等では公開しておりませんので，これまでと同様に，内部資料として取り扱いいただきますようお願い申

し上げます。 

 

なお，これまで，原子力災害対策編においては，冊子を作成し，皆様に配布しておりましたが，今回の修正

からは電子データの送付をもってこれに替えさせていただきますので、ご了承ください。 

 

議題(３)に関する説明は以上です。 

 

【議長】（総務部長 佐野 好昭） 

ただいまの説明について，ご質問，ご意見等ありませんか。 

それでは，ご異議がないようですので，「宮城県地域防災計画〔原子力災害対策編〕別冊資料の修正につい

て」は，了承されたものとさせていただいてよろしいでしょうか。 

（異議なし） 

ありがとうございます。 
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以上で予定されておりました議事は終了しましたので，ここで，進行を事務局にお返しします。ご協力あり

がとうございました。 

 

【司会】（宮城県危機対策課 副参事兼課長補佐 遠藤 圭） 

続きまして，「４ その他」についてです。事務局から３点ほどご報告がありますので，説明を申し上げま

す。 

 

【説明】（宮城県危機対策課 課長 千葉 章） 

それでは，「４ その他」の事項として，まず最初に，「(1) 宮城県津波対策ガイドラインの改正の概要に

ついて」，ご説明いたします。お手元の資料７，A3版の資料をご覧ください。 

 

資料の左側，「１ 宮城県津波対策ガイドラインの趣旨及び改正の経緯」をご覧ください。同ガイドライン

は，大地震等による津波に対応するため，過去の津波災害を踏まえ，沿岸市町や防災関係機関等を構成員とす

る「宮城県津波対策連絡協議会」を設置し，沿岸市町等の津波避難計画策定指針として，平成１５年１２月に

策定したものです。 

 

その後，東日本大震災で明らかになった課題を踏まえ，平成２６年１月に大幅な改正を行っております。 

 

今回の改正は，平成２８年１１月の福島県沖を震源とする地震による津波への対応の課題，国の「避難勧告

等に関するガイドライン」や「水害ハザードマップ作成の手引き」の策定等を踏まえ，宮城県津波対策連絡協

議会の審議を経て，平成２９年１０月１２日に改正を行ったものです。 

 

次に主な改正点について説明いたします。資料の右側，「２ 主な改正点」をご覧ください。 

 

「(1) 津波警報・情報等に関する改正」ですが，気象庁が発表する津波に関する警報・情報等については，

これまでは，東日本大震災後に改正された，特別警報の創設や予想津波高の表示の変更など改正点を中心に記

述しておりましたが，より分かりやすい内容とするため，新たに留意事項や図表等を加え，項目全体の再編成

を行いました。 

 

次に「(2) 避難勧告等の発令基準の改正」ですが，先ほど地域防災計画の修正で説明しましたとおり，国

の「避難勧告等に関するガイドライン」と整合を図り，どのような津波であれ，危険な地域からの一刻も早い

避難が必要であることから，「避難準備・高齢者等避難開始」，「避難勧告」は発令せずに，「避難指示（緊急）」

のみを発令することに改めました。 

 

また，「避難指示（緊急）」を発令する際の避難対象地域について，大津波警報・津波警報・津波注意報で発

表される予想津波高に応じて指定することを追記いたしました。 

 

次に「(3) 指定緊急避難場所，避難経路等の指定・設定の改正」ですが，一つ目は，国の「指定緊急避難

場所の指定に関する手引き」等により整理された，津波避難ビルを含めた指定緊急避難場所の指定要件等につ

いて記載を改めました。 

 

二つ目は，津波ハザードマップの作成について，国の「水害ハザードマップ作成の手引き」を参考に，住民
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等の生活範囲などを考慮した市町村界の外側を含めた地図情報等の表示や基準配色を使用した浸水深の表示

などについて追記いたしました。 

 

三つ目ですが，ここで資料の修正をお願いいたします。ここに，昨年１１月と記載しておりますが，平成２

８年１１月でございます。平成２８年１１月の福島県沖を震源とする地震による津波の際の車避難での渋滞の

発生を踏まえ，「原則徒歩避難」を強調する記載に改めました。 

 

次に「３ その他」ですが，今回の「津波対策ガイドライン」の改正作業を進める中で，「避難対象範囲の

指定事例」や「避難計画策定ワークショップの運営事例」などの提供を求める意見があり，市町の津波避難計

画の策定等を支援するため，今後，新たに事例集を資料編として作成することにいたしました。 

 

なお，「宮城県津波対策ガイドライン」全文については，当課のホームページに掲載しておりますので，後

ほどご覧いただければと思います。 

続きまして，「(2) 東日本大震災の教訓を踏まえた防災対策の状況について」，ご説明いたします。資料８

をご覧ください。 

 

「１ 経緯及び目的」ですが、県では，宮城県における東日本大震災での災害対応や得られた教訓を取りま

とめた「東日本大震災－宮城県の発災後１年間の災害対応の記録とその検証－」を平成27年３月に発行いたし

ました。この記録誌では，13の分野について46の教訓を取りまとめております。これら震災で得られた教訓は，

後世に伝えていくとともに今後の防災対策に着実にいかしていく必要があります。そのため，平成27年度から

教訓を踏まえた防災対策の状況を取りまとめ，これらの情報を共有することにより，今後の防災対策の一助と

していただくとともに，防災対策の深化と更なる意識の醸成を図ることとしております。 

「２ 防災対策の状況」ですが、教訓を踏まえた防災対策については、記録誌で取りまとめた46の教訓に対

し，県，市町村，消防本部等の関係機関が，平成23年度以降に実施した新規事業，拡充事業，変更事業を把握

し，資料９「東日本大震災検証記録誌46の教訓を踏まえた防災対策一覧表」のとおり教訓ごとに整理しました。 

なお、本資料では、昨年度取りまとめた以降に追加で実施した主な防災対策を以下のとおり13の分野ごとに

取りまとめて記載しました。 

時間の都合で，資料の詳細な説明については省略させていただきますが，後ほどご覧いただければと思いま

す。 

 

今年は震災から丸７年の節目を迎えます。この間，各機関において，着実にその対策が進められております

が、国等の新たな取り組みなどを踏まえ，さらに強く進めていくべきものもございます。 

県としましては，この東日本大震災を踏まえた防災対策の状況の現況把握を継続しながら，引き続き必要な

事業の実施や関係機関への支援，働きかけを行い，防災対策が着実に進められるよう取り組んでまいりたいと

考えております。 

 

最後に，「(3) 災害等の発生状況について」，ご説明いたします。資料１０をご覧ください。 

防災会議規程では、災害に関する情報について、次の防災会議に報告することとされおりますことから、前

回の防災会議以降に発生した災害について、本幹事会議にあらかじめお示しするものです。前回の平成２９年

２月の防災会議以降に被害が発生した災害は、記載のとおり合計８件，内訳は全て風水害となっております。

なお，被害の発生しなかった自然現象につきましては，計上しておりません。 
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以上，「その他」の報告を終わります。 

 

【司会】（宮城県危機対策課 副参事兼課長補佐 遠藤 圭） 

ただいまの説明について，ご質問，ご意見等ありませんか。 

（意見なし） 

特にございませんでしょうか。 

「その他」について，皆様からは何かございますでしょうか。 

（意見なし） 

それでは，以上をもちまして，「宮城県防災会議幹事会議」の一切を終了いたします。 

 本日はありがとうございました。 

以上 


